中国に進出する日系企業の課題 : 合肥市・武漢市・西安市の経済技術開発区の企業誘致と日系企業 by 飯田 謙一
















我々は 9 月 5 日成田を発ち上海を経由して、最初の訪問地、安徽省の合肥市を訪れた。合肥
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都市へ多数進出するであろうとことと、この地域への進出が近い将来現実となるであろうこと
を実感した。 
















































2009 年中国の対内直接投資額は実行ベースで 900 億 330 万ドルであった。その中で我が国の
投資額は 12 億 7500 万ドルで香港、台湾に続き第 3 位であった。注 1）さて 2009 年までに全世界
に進出しているわが国の企業は 21,918 社であるが、その中で、中国へ進出している企業数は
5,097 社である。今日でもその数は 2008 年 1,033 社、2009 年には 1,085 社と増加し続けている。
そして日系現地法人が中国で雇用している従業員は、全産業で 123 万 5 千 85 人、（製造業＝107 万






























があるが、省都の合肥市の合肥経済技術開発区はその中の一つで、1993 年 4 月に設立された。
その面積は 66 平方キロメートルである。安徽省における 2009 年の日本企業投資の契約件数は
15 件。投資額は契約ベースで 4,083 万ドル、実行ベースでは 1 億 9,000 万ドルで、前年比はそ























省 3 市を、2007 年 12 月「両型社会（資源節約・環境友好型）建設総合モデル地区」に指定し
て、資源の節約に努め、環境負荷の少ない社会の建設を目指す、自然環境を維持しつつ都市化
と新型工業化を推進する地域のモデルに指定した。 
2009 年の湖北省の GRP は前年比 13.3%増の 1 兆 2,831 億 5,200 万元で、2004 年から 6 年連続
2 ケタ成長をしている。同省の GRP 規模は全国 11 位である。第二次産業のシェアが相対的に
高い。2009 年の全社会固定資産投資は前年比 41.6%増の 8,211 億 8,500 万元で、このうち都市部
が 41.9%増の 7,569 億 1,500 万元と、9 割以上を占めている。消費は 19.0%増の 5,928 億 4,100 万
元であった。貿易総額は中国の貿易総額の 0.8%であるが、その中で日本のシェアは 10.1%であ
る。対内直接投資は製造業が最も多く、2008 年は 19 億 8,921 万ドル 61.3%を占めている。 






日新、日本通運、日本梱包運輸倉庫など、日本の大手物流企業が進出している。2009 年 3 月に
は、現在の経済発展や投資傾向から、将来の発展と投資の増加を見込んで、みずほコーポレイ
ト銀行が武漢支店を開設し、邦銀では初めて中国内陸部に進出した。 
武漢市は湖北省経済に占める割合がかなり大きく、GRP は 36.5%、工業生産増加額 34.9%固定
資産投資額 36.5%、社会消費品小売総額 36.5%はいずれも湖北省の 1/3 以上を占めており、同省









2009 年の湖北省の都市部住民の 1 人当たりの可処分所得は、前年比 9.2%増の 1 万 4,367 元、










陝西省の域内総生産は前年比 13.6%増の 8,186 億元で、2002 年から 8 年連続 2 ｹﾀ成長を続けて
おり、中国全体の GRP で 17 位、伸び率では 6 位で、投資は前年比 35.1%増の 6,553 億元、消費
は 19.7%増の 2,700 億元。伸び率はいずれも全国平均を上回ったが、その中心西安市の GRP は
14.5%増の 2,719 億 1,000 万元で全省を上回る伸びを記録している。 
2009 年陝西省への海外からの直接投資額は、対中直接投資全体がマイナスの伸びの中で、前





20%だが、GRP では 33.2%で 1/3、固定資産投資額は 4 割近い。西安市の経済は近年高成長が続
いている。GRP は 1998 年 500 億元であったが、2009 年には 2,719 億元で実施成長率は 14.5%で
ある。また消費では 51.2%で 5 割を超えている。西安市都市部住民の可処分所得は 1 万 8,963 元































































生した。このほかに 2010 年 5 月以降北京市や重慶市、江蘇省南京市などで 20 件を超えるスト
が発生した。今日、中国の労働者のストライキや労働争議が世界的に注目を浴びている。 
中国には政府公認で、世界最大の労働組「中華全国総工会」があり、その他の労働組合は認































































⑤ ストライキや労働争議が多発する要因として、携帯電話や computer などの通信機器が
発達、普及した事により、他の職場における賃金や労働条件がすぐに得られたり、伝
達されるようになった。この事により労働者が良い職場に転職したり、賃上げ交渉を




























JETRO の 2009 年の対中直接投資動向によると、中国に対する直接投資は同年 2005 年以来 4

















































注 1） 「2010 年版ジェトロの世界貿易投資報告」ジェトロ。2010 年 9 月。 
注 2） 週刊東洋経済（臨時増刊）2010「海外進出企業総覧（国別編）」東洋経済新報社。2010
年 4 月。 





のビジネスチャンスとリスク”2010 年 4 月。 
注 5） ibid. JETRO 「調査レポート」p103. 2010 年 4 月。 
注 6） 中国全体の企業法人に占める外資系企業数は、495 万 9,000 社で、外資系企業のシェア
は 3.7%だが、陝西省は 0.9%。工業分野では中国全体で 6.4%、陝西省は 1.3%である。 
注 7） ibid. JETRO「調査レポート」pp49－68. 
注 8） 広東省深圳市ばかりでなく、2010 年 5 月以降北京市や重慶市、江蘇省南京市などで 20
件を超えるストが発生しているといわれている。 
注 9） 拙稿「在中国日系現地企業や組織における日本人経営者・管理者の経営と管理に関する

















注 12） 昨年度、日系企業は軒並み 20－30%の賃金上昇を余儀なくされたといわれている。 
注 13） アレクサンドラ・ハニー「中国貧困絶望工場」日経ＢＰ社。2009 年 4 月。 
注 14） 西日本新聞社 “Word BOX” The Nishinippon Web.） 
注 15） ibid. 拙稿「在中国日系現地企業や組織における…」 
注 16) “1） はじめに”の最後の箇所で触れたが、日系企業のワーカー不足や労働争議に関し
て、ごく最近行われたアンケート調査がある。「中国人件費の行方」“労働争議とワーカー
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